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１　制度創設の経緯・趣旨

租税特別措置には様々なものがありますが、そ
の多くが特定の者の税負担を軽減することなどに
より産業政策等の特定の政策目的の実現に向けて
経済活動を誘導する手段となっています。他方、
こうした租税特別措置は、「公平・透明・納得」
の原則から見れば、税負担の公平の原則の例外で
あり、これが正当化されるためには、その適用の
実態や効果が透明で分かりやすく、納税者が納得
できるものでなくてはなりません。しかし、現状
では、適用実態がはっきりしないものや、適用件
数が非常に少ないもの、導入から相当期間が経過
し役割を終えているもの、特定の業界や一部の企
業のみが恩恵を受けていると思われるものが散見
されるとの指摘もあります。
このような状況の下、鳩山前内閣総理大臣から
税制調査会に対して、「既得権益を一掃し、納税
者の視点に立って公平で分りやすい仕組みを目指
す観点から、租税特別措置をゼロベースから見直
すための具体的方策を策定すること」との諮問（平
成21年10月８日）がされました。
そこで、租税特別措置の抜本的な見直しを進め
るに当たり問題となるのが、現行の租税特別措置
の中に、その適用実績の把握や効果の検証が十分
なされていないものが少なからずあることです。
租税特別措置は、前述のとおり、特定の者に税負
担の軽減という経済的な利益を与えるという意味
で補助金と同じ機能を果たすものであり、外国で
は「租税歳出」とも呼ばれています。こうした租

税特別措置がどのように利用され、どのような効
果を生じているかは、補助金と併せて、透明でな
ければなりません。
このため、租税特別措置の適用実態を明らかに
し、その効果を検証できる仕組みとして、この通
常国会において「租税特別措置の適用状況の透明
化等に関する法律（平成22年法律第８号）」が制
定され、以下の関係政省令とともに、平成22年３
月31日（一部改正省令は同年４月12日）に公布さ
れています。
・�　租税特別措置の適用状況の透明化等に関する
法律施行令（平成22年政令第67号）
・�　租税特別措置の適用状況の透明化等に関する
法律施行規則（平成22年財務省令第22号）
・�　法人税法施行規則及び租税特別措置の適用状
況の透明化等に関する法律施行規則の一部を改
正する省令（平成22年財務省令第33号）

２　法律の概要

上記１の経緯・趣旨を踏まえ、租税特別措置の
適用状況の透明化等に関する法律（以下「租特透
明化法」といいます。）は、租税特別措置に関し、
適用の実態を把握するための調査及びその結果の
国会への報告等の措置を定めることにより、適用
の状況の透明化を図るとともに、適宜、適切な見
直しを推進し、もって国民が納得できる公平で透
明性の高い税制の確立に寄与することを目的とし
ています（透明化法１）。
そして、この目的にある適用実態を把握するた
めの調査及びその結果の国会への報告等の措置と
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して、租特透明化法には次の三つの仕組みが規定
されています。
⑴　適用額明細書に記載されている事項の集計等
による適用件数、適用額その他の事項を把握す
る適用実態調査
⑵　適用実態調査により明らかとなった適用件数、
適用額その他の事項等その結果の国会への報告
⑶　適用実態調査により得た適用状況に関する情
報の各特例措置に関係する各府省への提供
こうした租特透明化法の施行により、今後は、
各租税特別措置の適用状況が明らかとなり、その
効果が検証されることによって、租税特別措置の
適宜、適切な見直しが行われることが期待されて
います。

３　法令の内容

租特透明化法及びその関係政省令の詳細は、次
のとおりです。

⑴　租特透明化法の対象

租特透明化法は、目的にも掲げているように
「租税特別措置」を対象とするものですが、租
特透明化法における租税特別措置とは、内国税
を軽減し、若しくは免除し、若しくは還付する
措置又は内国税に係る納税義務、課税標準若し
くは税額の計算、申告書の提出期限若しくは徴
収につき設けられた内国税に関する法律の特例
で、租税特別措置法の規定により規定されたも
のとされています（透明化法２①一）。
すなわち、内国税とあるのは所得税、法人税、
相続税等といった各税のことであり、これらの
各税に関する法律で原則を定めた部分に対して
例外的に定めた措置・特例等としては、税法以
外の法律に設けられた課税の特例や阪神・淡路
大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特
例に関する法律のように課税の特例を設けるた
めに制定されたものなど様々なものが存在しま
すが、このうち、対象となる租税特別措置は、
租税特別措置法で規定されたものに限られてい
ます。

ただし、租税特別措置法で規定された措置・
特例等のすべてが対象となるのではなく、適用
実態調査の目的に馴染まないものとして、税務
署長に提出する書類の提出期限の特例を定める
規定、税負担を不当に減少させる行為の防止に
関する規定等を除くこととされています（透明
化法２①一）。その除かれる具体的な措置は、
租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法
律施行令第１条に租税特別措置法の条番号等が
規定されています。
（参考）�　租税特別措置の適用状況の透明化等に関

する法律施行令（抜粋）

（適用対象から除かれる措置）

第１条　租税特別措置の適用状況の透明化等

に関する法律（以下「法」という。）第２条

第１項第１号に規定する政令で定める規定

は、次に掲げる規定とする。

一　租税特別措置法（昭和32年法律第26号。

以下「措置法」という。）第３条から第３

条の３まで、第８条から第８条の３まで、

第９条、第９条の２、第９条の３の２か

ら第９条の６まで、第10条の６、第19条、

第27条の２、第31条、第32条、第36条、

第37条の10、第37条の11の３から第37条

の12まで、第37条の14の２、第37条の14

の３、第37条の16、第38条、第40条の４

から第40条の９まで、第41条の４、第41

条の４の２、第41条の６、第41条の９か

ら第41条の12まで、第41条の14、第41条

の15の２、第41条の20、第42条及び第42

条の３の規定

二　措置法第42条の11、第53条、第65条の６、

第66条の３から第66条の９の５まで、第

67条の12、第67条の13、第67条の17（第

４項及び第５項に限る。）、第68条の２の３、

第68条の３、第68条の３の４、第68条の６、

第68条の15、第68条の42、第68条の77、

第68条の87から第68条の93の５まで、第

68条の105の２、第68条の105の３及び第

68条の109の２の規定

─ 646 ─



―租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律の制定―

三　措置法第69条の２、第69条の３、第70

条の５、第70条の７の３及び第70条の８

から第70条の13までの規定

四　措置法第84条の６の規定

五　措置法第86条の４及び第88条の６の規

定

六　措置法第７章の規定

七　措置法第８章の規定

この結果、租特透明化法の対象となる租税特
別措置は、内国税の負担を軽減すること等によ
り、特定の行政目的を実現させるために租税特
別措置法に規定されている措置又は特例であり、
例えば、税額控除、特別償却等がこれに該当し
ます。このような租税特別措置は、公平性とい
った租税の原則に対する例外として、継続的に
その実態を明らかにし、経済社会の変化に応じ
て絶えず見直しを行う必要があることから、租
特透明化法の対象とされているものです。

⑵　適用実態調査の実施

租特透明化法は、租税特別措置について適用
の実態を把握するための調査をその目的の中心
的役割を果たす一つの仕組みとして位置付けて
います。
租特透明化法においては、適用実態調査とし
て、租税特別措置の適用を受ける納税者にその
適用状況につき明細書に記載、提出を求め、こ
れを集計することにより実施する調査と支払調
書や行政機関等の有する資料を利用して行う調
査の二つの調査が定められています。これは、
納税者の事務負担、調査の実施可能性等を踏ま
えつつ、必要な租税特別措置の適用実態を把握
する必要があると考えられることから二つの方
法が定められているものです。
①�　適用額明細書を利用する適用実態調査

財務大臣は、法人税関係特別措置について、
適用額明細書に記載された事項を集計するこ
とにより、法人税関係特別措置ごとの適用法
人数、適用額の総額等の適用の実態を調査す
ることとされています（透明化法４①）。

ただし、後述「⑶　適用額明細書の提出義
務」にあるように、この適用額明細書は、法
人税申告書の一部を構成することとされてお
り、事務の効率化等の観点から国税庁長官に
委任されています（透明化法10、透明化令３）。
この調査の対象となる法人税関係特別措置
とは、租税特別措置のうち租税特別措置法第
３章の規定によるもの（透明化法２①二）の
うち、税額又は所得の金額を減少させる

0 0 0 0 0

規定
等に限られています（透明化法３①）。つまり、
交際費の損金不算入制度といった通常法人税
の負担を増加させるもの等は、この調査の対
象から除かれることになります。
（注）�　詳細は、「⑶　適用額明細書の提出義務」

を参照して下さい。

適用額明細書とは、法人税申告書を提出す
る法人が、当該法人税申告書に係る事業年度
又は連結事業年度において適用を受ける各法
人税関係特別措置の内容、適用額その他の法
人税関係特別措置の適用の状況の透明化を図
るために必要な事項を記載した一覧表をいう
こととされています（透明化法２①八）。具
体的な記載事項は、次のとおりです（透明化
規則３①）。
イ�　その法人の名称及び納税地（その納税地
と本店又は主たる事務所の所在地が異なる
場合には、その本店又は主たる事務所の所
在地となります。）
ロ�　事業年度又は連結事業年度の開始の日及
び終了の日
ハ　その法人の行う事業の属する業種
ニ　資本金の額又は出資金の額
ホ　所得の金額又は欠損金額
ヘ　法人税関係特別措置に関する次の事項
イ　租税特別措置法の条項
ロ　その適用額
この適用額明細書を用いた適用実態調査は、
具体的には、これらの記載事項について、法
人税関係特別措置ごとの適用者数及び適用額
の総額並びにこれらの業種別、資本金階級別
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又は所得階級別といった法人の属性別の数を
集計することにより行われることとされてい
ます（透明化規則４②）。
また、適用額とは、各法人税関係特別措置
の適用を受けた法人がその適用を受けたこと
により増加し、又は減少した税額、所得の金
額その他の金額をいうこととされています
（透明化法２①七）。ただし、適用の状況を把
握することができるものが措置によって様々
ですので、具体的には、租税特別措置の適用
状況の透明化等に関する法律施行規則第２条
において、法人税関係特別措置ごとに定めら
れています。

（参考）�　租税特別措置の適用状況の透明化等に関

する法律施行規則（抜粋）

（適用額）

第２条　法第２条第１項第７号に規定する財

務省令で定める金額は、次の各号に掲げる

区分に応じ当該各号に定める金額とする。

一　租税特別措置法（昭和32年法律第26号。

以下「措置法」という。）第42条の３の２

第１項又は第２項の規定　これらの規定

の適用を受ける事業年度の所得の金額の

うち年800万円（当該事業年度が１年に満

たない場合には、800万円を12で除し、こ

れに当該事業年度の月数を乗じて計算し

た金額）以下の金額

二　措置法第42条の４第１項から第３項ま

で、第６項若しくは第７項（措置法第42

条の４の２第１項、第２項又は第５項の

規定により読み替えて適用する場合を含

む。）又は第９項の規定　これらの規定に

より各事業年度の所得に対する法人税の

額から控除される金額（措置法第42条の

11第１項の規定の適用がある場合には、

同項後段の規定により同項に規定する法

人税額超過額を構成することとされた部

分に相当する金額を控除した金額）

三　措置法第42条の５第１項から第３項ま

で又は第６項の規定　次に掲げる区分に

応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第42条の５第１項又は第６項

の規定　これらの規定に規定する特別

償却限度額

ロ　措置法第42条の５第２項又は第３項

の規定　これらの規定により各事業年

度の所得に対する法人税の額から控除

される金額（措置法第42条の11第１項

の規定の適用がある場合には、同項後

段の規定により同項に規定する法人税

額超過額を構成することとされた部分

に相当する金額を控除した金額）

四　措置法第42条の６第１項から第３項ま

での規定　次に掲げる区分に応じそれぞ

れ次に定める金額

イ　措置法第42条の６第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第42条の６第２項又は第３項

の規定　これらの規定により各事業年

度の所得に対する法人税の額から控除

される金額（措置法第42条の11第１項

の規定の適用がある場合には、同項後

段の規定により同項に規定する法人税

額超過額を構成することとされた部分

に相当する金額を控除した金額）

五　措置法第42条の７第１項から第３項ま

で又は第５項の規定　次に掲げる区分に

応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第42条の７第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第42条の７第２項、第３項又

は第５項の規定　これらの規定により

各事業年度の所得に対する法人税の額

から控除される金額（措置法第42条の

11第１項の規定の適用がある場合には、

同項後段の規定により同項に規定する

法人税額超過額を構成することとされ

た部分に相当する金額を控除した金額）

六　措置法第42条の９第１項又は第２項の

規定　これらの規定により各事業年度の
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所得に対する法人税の額から控除される

金額（措置法第42条の11第１項の規定の

適用がある場合には、同項後段の規定に

より同項に規定する法人税額超過額を構

成することとされた部分に相当する金額

を控除した金額）

七　措置法第42条の10第１項から第３項ま

での規定　次に掲げる区分に応じそれぞ

れ次に定める金額

イ　措置法第42条の10第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第42条の10第２項又は第３項

の規定　これらの規定により各事業年

度の所得に対する法人税の額から控除

される金額（措置法第42条の11第１項

の規定の適用がある場合には、同項後

段の規定により同項に規定する法人税

額超過額を構成することとされた部分

に相当する金額を控除した金額）

八　措置法第43条第１項の規定　次に掲げ

る区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第43条第１項の表の第１号の

中欄に掲げる減価償却資産　当該減価

償却資産に係る同項に規定する特別償

却限度額

ロ　措置法第43条第１項の表の第２号の

中欄に掲げる減価償却資産　当該減価

償却資産に係る同項に規定する特別償

却限度額

九　措置法第43条の２第１項の規定　同項

に規定する特別償却限度額

十　措置法第44条第１項の規定　同項に規

定する特別償却限度額

十一　措置法第44条の２第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

十二　措置法第44条の３第１項から第３項

までの規定　これらの規定に規定する特

別償却限度額

十三　措置法第44条の４第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

十四　措置法第44条の５第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

十五　措置法第45条第１項の規定　次に掲

げる区分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第45条第１項の表の第１号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る同項に規定する特別

償却限度額

ロ　措置法第45条第１項の表の第２号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る同項に規定する特別

償却限度額

ハ　措置法第45条第１項の表の第３号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る同項に規定する特別

償却限度額

ニ　措置法第45条第１項の表の第４号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る同項に規定する特別

償却限度額

十六　措置法第45条の２第１項から第３項

までの規定　これらの規定に規定する特

別償却限度額

十七　措置法第46条第１項の規定　同項に

規定する特別償却限度額

十八　措置法第46条の２第１項又は第２項

の規定　これらの規定に規定する特別償

却限度額

十九　措置法第46条の３第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

二十　措置法第46条の４第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

二十一　措置法第47条第１項の規定　同項

に規定する特別償却限度額

二十二　措置法第47条の２第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

二十三　措置法第48条第１項の規定　同項

に規定する特別償却限度額

二十四　措置法第52条第１項の規定　同項

の規定により損金の額に算入される金額
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二十五　措置法第52条の２第１項又は第４

項の規定　これらの規定に規定する普通

償却限度額として政令で定める金額に加

算されたこれらの規定に規定する特別償

却不足額又は合併等特別償却不足額

二十六　措置法第52条の３第１項から第３

項まで、第11項又は第12項の規定　これ

らの規定により損金の額に算入される金

額

二十七　措置法第55条第１項又は第９項の

規定　これらの規定により損金の額に算

入される金額

二十八　措置法第55条の５第１項又は第７

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

二十九　措置法第55条の６第１項又は第９

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

三十　措置法第55条の７第１項又は第７項

の規定　これらの規定により損金の額に

算入される金額

三十一　措置法第56条第１項又は第10項の

規定　これらの規定により損金の額に算

入される金額

三十二　措置法第57条の３第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

三十三　措置法第57条の４第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

三十四　措置法第57条の５第１項又は第12

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

三十五　措置法第57条の６第１項又は第８

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

三十六　措置法第57条の８第１項又は第10

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

三十七　措置法第57条の９第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

三十八　措置法第57条の10第３項の規定　

同項の規定により読み替えて適用する法

人税法（昭和40年法律第34号）第52条第

２項に規定する100分の116に相当する金

額

三十九　措置法第58条第１項、第２項又は

第９項の規定　これらの規定により損金

の額に算入される金額

四十　措置法第59条第１項又は第２項の規

定　これらの規定により損金の額に算入

される金額

四十一　措置法第59条の２第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

四十二　措置法第60条第１項の規定　次に

掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金

額

イ　措置法第60条第１項の表の第１号の

下欄に掲げる事業　法人が当該事業に

係る所得の金額を有する場合における

同項の規定により損金の額に算入され

る金額

ロ　措置法第60条第１項の表の第２号の

下欄に掲げる事業　法人が当該事業に

係る所得の金額を有する場合における

同項の規定により損金の額に算入され

る金額

ハ　措置法第60条第１項の表の第３号の

下欄に掲げる事業　法人が当該事業に

係る所得の金額を有する場合における

同項の規定により損金の額に算入され

る金額

四十三　措置法第61条第１項の規定　同項

の規定により損金の額に算入される金額

四十四　措置法第61条の２第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

四十五　措置法第61条の３第１項の規定　
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同項の規定により損金の額に算入される

金額

四十六　措置法第64条第１項又は第８項の

規定　これらの規定により損金の額に算

入される金額

四十七　措置法第64条の２第１項、第２項、

第７項又は第８項の規定　同条第１項若

しくは第２項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第７項において準用

する措置法第64条第１項の規定により損

金の額に算入される金額又は措置法第64

条の２第８項において準用する措置法第

64条第８項の規定により損金の額に算入

される金額

四十八　措置法第65条第１項又は第５項の

規定　これらの規定により損金の額に算

入される金額

四十九　措置法第65条の２第１項、第２項

又は第７項の規定　これらの規定により

損金の額に算入される金額

五十　措置法第65条の３第１項の規定　同

項の規定により損金の額に算入される金

額

五十一　措置法第65条の４第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

五十二　措置法第65条の５第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

五十三　措置法第65条の５の２第１項の規

定　同項の規定により損金の額に算入さ

れる金額

五十四　措置法第65条の７第１項又は第９

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

五十五　措置法第65条の８第１項、第２項、

第７項又は第８項の規定　同条第１項若

しくは第２項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第７項において準用

する措置法第65条の７第１項の規定によ

り損金の額に算入される金額又は措置法

第65条の８第８項において準用する措置

法第65条の７第９項の規定により損金の

額に算入される金額

五十六　措置法第65条の９の規定　同条に

規定する交換をした場合における措置法

第65条の７又は第65条の８の規定により

損金の額に算入される金額

五十七　措置法第65条の10第１項又は第４

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

五十八　措置法第65条の11第１項又は第４

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

五十九　措置法第65条の12第１項、第３項、

第８項又は第９項の規定　同条第１項若

しくは第３項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第８項において準用

する措置法第65条の11第１項の規定によ

り損金の額に算入される金額又は措置法

第65条の12第９項において準用する措置

法第65条の11第４項の規定により損金の

額に算入される金額

六十　措置法第65条の13第１項又は第４項

の規定　これらの規定により損金の額に

算入される金額

六十一　措置法第65条の14第１項、第３項、

第８項又は第９項の規定　同条第１項若

しくは第３項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第８項において準用

する措置法第65条の13第１項の規定によ

り損金の額に算入される金額又は措置法

第65条の14第９項において準用する措置

法第65条の13第４項の規定により損金の

額に算入される金額

六十二　措置法第66条第１項又は第４項の

規定　これらの規定により損金の額に算

入される金額

六十三　措置法第66条の２第１項又は第７

項の規定　これらの規定により損金の額
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に算入される金額

六十四　措置法第66条の10第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

六十五　措置法第66条の11第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

六十六　措置法第66条の11の２第１項又は

第２項の規定　次に掲げる区分に応じそ

れぞれ次に定める金額

イ　措置法第66条の11の２第１項の規定

　同項の規定により読み替えて適用す

る特定非営利活動促進法（平成10年法

律第７号）第46条第１項の規定により

法人税法第２条第６号に規定する公益

法人等とみなされた措置法第66条の11

の２第３項に規定する認定特定非営利

活動法人である法人の法人税法第37条

第５項の規定により寄附金の額とみな

された金額

ロ　措置法第66条の11の２第２項の規定

　法人が支出した同項に規定する特定

非営利活動に係る事業に関連する寄附

金の額

六十七　措置法第67条第１項の規定　同項

の規定により損金の額に算入される金額

六十八　措置法第67条の２第１項の規定　

その事業年度の所得の金額

六十九　措置法第67条の３第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

七十　措置法第67条の４第１項から第５項

まで、第９項又は第10項の規定　同条第

１項の規定により損金の額に算入される

金額、同条第２項（同条第９項において

準用する場合を含む。）若しくは第３項（同

条第10項において準用する場合を含む。）

の規定により損金の額に算入される金額

又は同条第４項若しくは第５項の規定に

より損金の額に算入される金額

七十一　措置法第67条の５第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

七十二　措置法第67条の６第１項の規定　

同項の規定の適用を受ける同項に規定す

る特定株式投資信託の収益の分配の額

七十三　措置法第67条の７第１項の規定　

同項の規定の適用を受ける同項に規定す

る特別利子の額

七十四　措置法第67条の14第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

七十五　措置法第67条の15第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

七十六　措置法第68条の３の２第１項又は

第９項の規定　同条第１項（同条第９項

において準用する場合を含む。）の規定に

より損金の額に算入される金額

七十七　措置法第68条の３の３第１項又は

第９項の規定　同条第１項（同条第９項

において準用する場合を含む。）の規定に

より損金の額に算入される金額

七十八　措置法第68条の８第１項又は第２

項の規定　これらの規定の適用を受ける

連結事業年度の連結所得（法人税法第２

条第18号の４に規定する連結所得をいう。

以下同じ。）の金額のうち年800万円（そ

の連結親法人（法人税法第２条第12号の

７の２に規定する連結親法人をいう。以

下同じ。）の法人税法第15条の２第１項に

規定する連結親法人事業年度が１年に満

たない場合には、800万円を12で除し、こ

れに当該連結親法人事業年度の月数を乗

じて計算した金額）以下の金額

七十九　措置法第68条の９第１項から第３

項まで、第６項若しくは第７項（措置法

第68条の９の２第１項、第２項又は第５

項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）又は第９項の規定　これらの規
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定により各連結事業年度の連結所得に対

する調整前連結税額（措置法第68条の９

第１項に規定する調整前連結税額をい

う。）から控除される金額（措置法第68条

の15第１項の規定の適用がある場合には、

同項後段の規定により同項に規定する調

整前連結税額超過額を構成することとさ

れた部分に相当する金額を控除した金額）

八十　措置法第68条の10第１項から第３項

まで又は第６項の規定　次に掲げる区分

に応じそれぞれ次に定める金額　

イ　措置法第68条の10第１項又は第６項

の規定　これらの規定に規定する特別

償却限度額

ロ　措置法第68条の10第２項又は第３項

の規定　これらの規定により各連結事

業年度の連結所得に対する調整前連結

税額（同条第２項に規定する調整前連

結税額をいう。）から控除される金額（措

置法第68条の15第１項の規定の適用が

ある場合には、同項後段の規定により

同項に規定する調整前連結税額超過額

を構成することとされた部分に相当す

る金額を控除した金額）

八十一　措置法第68条の11第１項から第３

項までの規定　次に掲げる区分に応じそ

れぞれ次に定める金額

イ　措置法第68条の11第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第68条の11第２項又は第３項

の規定　これらの規定により各連結事

業年度の連結所得に対する調整前連結

税額（同条第２項に規定する調整前連

結税額をいう。）から控除される金額（措

置法第68条の15第１項の規定の適用が

ある場合には、同項後段の規定により

同項に規定する調整前連結税額超過額

を構成することとされた部分に相当す

る金額を控除した金額）

八十二　措置法第68条の12第１項から第３

項まで又は第５項の規定　次に掲げる区

分に応じそれぞれ次に定める金額

イ　措置法第68条の12第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第68条の12第２項、第３項又

は第５項の規定　これらの規定により

各連結事業年度の連結所得に対する調

整前連結税額（同条第２項に規定する

調整前連結税額をいう。）から控除され

る金額（措置法第68条の15第１項の規

定の適用がある場合には、同項後段の

規定により同項に規定する調整前連結

税額超過額を構成することとされた部

分に相当する金額を控除した金額）

八十三　措置法第68条の13第１項又は第２

項の規定　これらの規定により各連結事

業年度の連結所得に対する調整前連結税

額（同条第１項に規定する調整前連結税

額をいう。）から控除される金額（措置法

第68条の15第１項の規定の適用がある場

合には、同項後段の規定により同項に規

定する調整前連結税額超過額を構成する

こととされた部分に相当する金額を控除

した金額）

八十四　措置法第68条の14第１項から第３

項までの規定　次に掲げる区分に応じそ

れぞれ次に定める金額

イ　措置法第68条の14第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第68条の14第２項又は第３項

の規定　これらの規定により各連結事

業年度の連結所得に対する調整前連結

税額（同条第２項に規定する調整前連

結税額をいう。）から控除される金額（措

置法第68条の15第１項の規定の適用が

ある場合には、同項後段の規定により

同項に規定する調整前連結税額超過額

を構成することとされた部分に相当す

る金額を控除した金額）

八十五　措置法第68条の16第１項の規定　

─ 653 ─



―租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律の制定―

次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定め

る金額

イ　措置法第68条の16第１項の表の第１

号の中欄に掲げる減価償却資産　当該

減価償却資産に係る同項に規定する特

別償却限度額

ロ　措置法第68条の16第１項の表の第２

号の中欄に掲げる減価償却資産　当該

減価償却資産に係る同項に規定する特

別償却限度額

八十六　措置法第68条の17第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

八十七　措置法第68条の19第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

八十八　措置法第68条の20第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

八十九　措置法第68条の21第１項から第３

項までの規定　これらの規定に規定する

特別償却限度額

九十　措置法第68条の24第１項の規定　同

項に規定する特別償却限度額

九十一　措置法第68条の26第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

九十二　措置法第68条の27第１項の規定　

次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定め

る金額

イ　措置法第45条第１項の表の第１号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る措置法第68条の27第

１項に規定する特別償却限度額

ロ　措置法第45条第１項の表の第２号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る措置法第68条の27第

１項に規定する特別償却限度額

ハ　措置法第45条第１項の表の第３号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る措置法第68条の27第

１項に規定する特別償却限度額

ニ　措置法第45条第１項の表の第４号の

第３欄に掲げる減価償却資産　当該減

価償却資産に係る措置法第68条の27第

１項に規定する特別償却限度額

九十三　措置法第68条の29第１項から第３

項までの規定　これらの規定に規定する

特別償却限度額

九十四　措置法第68条の30第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

九十五　措置法第68条の31第１項又は第２

項の規定　これらの規定に規定する特別

償却限度額

九十六　措置法第68条の32第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

九十七　措置法第68条の33第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

九十八　措置法第68条の34第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

九十九　措置法第68条の35第１項の規定　

同項に規定する特別償却限度額

百　措置法第68条の36第１項の規定　同項

に規定する特別償却限度額

百一　措置法第68条の38第１項の規定　同

項の規定により損金の額に算入される金

額

百二　措置法第68条の40第１項又は第４項

の規定　これらの規定に規定する普通償

却限度額として政令で定める金額に加算

されたこれらの規定に規定する特別償却

不足額又は合併等特別償却不足額

百三　措置法第68条の41第１項から第３項

まで、第11項又は第12項の規定　これら

の規定により損金の額に算入される金額

百四　措置法第68条の43第１項又は第８項

の規定　これらの規定により損金の額に

算入される金額

百五　措置法第68条の44第１項又は第６項

の規定　これらの規定により損金の額に

算入される金額

百六　措置法第68条の45第１項又は第８項

の規定　これらの規定により損金の額に

算入される金額
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百七　措置法第68条の46第１項又は第６項

の規定　これらの規定により損金の額に

算入される金額

百八　措置法第68条の48第１項又は第９項

の規定　これらの規定により損金の額に

算入される金額

百九　措置法第68条の53第１項の規定　同

項の規定により損金の額に算入される金

額

百十　措置法第68条の54第１項の規定　同

項の規定により損金の額に算入される金

額

百十一　措置法第68条の55第１項又は第13

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

百十二　措置法第68条の56第１項又は第９

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

百十三　措置法第68条の58第１項又は第９

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

百十四　措置法第68条の58の２第１項の規

定　同項の規定により損金の額に算入さ

れる金額

百十五　措置法第68条の59第３項の規定　

同項の規定により読み替えて適用する法

人税法第52条第２項に規定する100分の

116に相当する金額

百十六　措置法第68条の61第１項、第２項

又は第８項の規定　これらの規定により

損金の額に算入される金額

百十七　措置法第68条の62第１項又は第２

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

百十八　措置法第68条の62の２第１項の規

定　同項の規定により損金の額に算入さ

れる金額

百十九　措置法第68条の63第１項の規定　

次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定め

る金額

イ　措置法第68条の63第１項の表の第１

号の下欄に掲げる事業　同項に規定す

る連結法人が当該事業に係る所得の金

額を有する場合における同項の規定に

より損金の額に算入される金額

ロ　措置法第68条の63第１項の表の第２

号の下欄に掲げる事業　同項に規定す

る連結法人が当該事業に係る所得の金

額を有する場合における同項の規定に

より損金の額に算入される金額

ハ　措置法第68条の63第１項の表の第３

号の下欄に掲げる事業　同項に規定す

る連結法人が当該事業に係る所得の金

額を有する場合における同項の規定に

より損金の額に算入される金額

百二十　措置法第68条の64第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

百二十一　措置法第68条の65第１項の規定

　同項の規定により損金の額に算入され

る金額

百二十二　措置法第68条の70第１項又は第

７項の規定　これらの規定により損金の

額に算入される金額

百二十三　措置法第68条の71第１項、第３項、

第８項又は第９項の規定　同条第１項若

しくは第３項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第８項において準用

する措置法第68条の70第１項の規定によ

り損金の額に算入される金額又は措置法

第68条の71第９項において準用する措置

法第68条の70第７項の規定により損金の

額に算入される金額

百二十四　措置法第68条の72第１項又は第

５項の規定　これらの規定により損金の

額に算入される金額

百二十五　措置法第68条の73第１項、第２

項又は第７項の規定　これらの規定によ

り損金の額に算入される金額

百二十六　措置法第68条の74第１項の規定
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　同項の規定により損金の額に算入され

る金額

百二十七　措置法第68条の75第１項の規定

　同項の規定により損金の額に算入され

る金額

百二十八　措置法第68条の76第１項の規定

　同項の規定により損金の額に算入され

る金額

百二十九　措置法第68条の76の２第１項の

規定　同項の規定により損金の額に算入

される金額

百三十　措置法第68条の78第１項又は第９

項の規定　これらの規定により損金の額

に算入される金額

百三十一　措置法第68条の79第１項、第３項、

第８項又は第９項の規定　同条第１項若

しくは第３項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第８項において準用

する措置法第68条の78第１項の規定によ

り損金の額に算入される金額又は措置法

第68条の79第９項において準用する措置

法第68条の78第９項の規定により損金の

額に算入される金額

百三十二　措置法第68条の80の規定　同条

に規定する交換をした場合における措置

法第68条の78又は第68条の79の規定によ

り損金の額に算入される金額

百三十三　措置法第68条の81第１項又は第

４項の規定　これらの規定により損金の

額に算入される金額

百三十四　措置法第68条の82第１項又は第

４項の規定　これらの規定により損金の

額に算入される金額

百三十五　措置法第68条の83第１項、第４項、

第９項又は第10項の規定　同条第１項若

しくは第４項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第９項において準用

する措置法第68条の82第１項の規定によ

り損金の額に算入される金額又は措置法

第68条の83第10項において準用する措置

法第68条の82第４項の規定により損金の

額に算入される金額

百三十六　措置法第68条の84第１項又は第

４項の規定　これらの規定により損金の

額に算入される金額

百三十七　措置法第68条の85第１項、第４項、

第９項又は第10項の規定　同条第１項若

しくは第４項の規定により損金の額に算

入される金額、同条第９項において準用

する措置法第68条の84第１項の規定によ

り損金の額に算入される金額又は措置法

第68条の85第10項において準用する措置

法第68条の84第４項の規定により損金の

額に算入される金額

百三十八　措置法第68条の85の３第１項又

は第４項の規定　これらの規定により損

金の額に算入される金額

百三十九　措置法第68条の85の４第１項又

は第７項の規定　これらの規定により損

金の額に算入される金額

百四十　措置法第68条の94第１項の規定　

同項の規定により損金の額に算入される

金額

百四十一　措置法第68条の95第１項の規定

　同項の規定により損金の額に算入され

る金額

百四十二　措置法第68条の96第１項の規定

　連結親法人又は当該連結親法人による

連結完全支配関係（法人税法第２条第12

号の７の７に規定する連結完全支配関係

をいう。）にある連結子法人（法人税法第

２条第12号の７の３に規定する連結子法

人をいう。以下同じ。）が支出した同項に

規定する特定非営利活動に係る事業に関

連する寄附金の額

百四十三　措置法第68条の99第１項の規定

　同項の規定により損金の額に算入され

る金額

百四十四　措置法第68条の100第１項の規定

　その連結事業年度の連結所得の金額
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百四十五　措置法第68条の101第１項の規定

　同項の規定により損金の額に算入され

る金額

百四十六　措置法第68条の102第１項から第

４項まで、第６項、第10項又は第11項の

規定　同条第１項の規定により損金の額

に算入される金額、同条第２項（同条第

10項において準用する場合を含む。）若し

くは第３項（同条第11項において準用す

る場合を含む。）の規定により損金の額に

算入される金額又は同条第４項若しくは

第６項の規定により損金の額に算入され

る金額

百四十七　措置法第68条の102の２第１項の

規定　同項の規定により損金の額に算入

される金額

百四十八　措置法第68条の103の規定　同条

の規定の適用を受ける同条に規定する特

定株式投資信託の収益の分配の額

百四十九　措置法第68条の104第１項の規定

　同項の規定の適用を受ける同項に規定

する特別利子の額

なお、適用額明細書の様式は、単体申告用
の様式第一と連結申告用の様式第二が定めら
れています（透明化法11、透明化規則３②・
様式一・二）が、国税庁長官は、これらを必
要に応じて変更することができることとされ
ています（透明化規則３③）。
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（参考）　適用額明細書の様式
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記載要領
１�　この様式は、法人が各事業年度の所得に対する法人税につき法人税関係特別措置の適用を受ける場合に
記載すること。

２�　「事業種目」の欄は、法人の行う主たる事業の属する業種について、次の表の事業種目の欄に掲げる事業
種目を記載し、「業種番号」の欄は、当該事業種目に対応した同表の業種番号の欄に掲げる番号を記載する
こと。

３�　「所得金額又は欠損金額」の欄は、法人の法人税法施行規則（昭和40年大蔵省令第12号）別表一（一）「１」、
別表一（二）「１」又は別表一（三）「１」の金額を記載すること。

４�　「租税特別措置法の条項」の欄は、法人が適用を受ける法人税関係特別措置の次の表の租税特別措置法の
条項の欄に掲げる条項を記載すること。この場合において、「区分番号」の欄には当該条項の区分に応じ同
表の区分番号の欄に掲げる番号を、「適用額」の欄には当該条項の区分に応じ同表の適用額の欄に掲げる金
額をそれぞれ記載すること。
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法人税関係特別措置 租税特別措置法の条項 区分番号 適用額

中小企業者等の法人税
率の特例

第42条の３の２第１項の表の第１号 00001 法人税法施行規則（以下この号におい
て「法規」という。）別表一（一）「30」
の欄の金額

第42条の３の２第１項の表の第２号 00002 法規別表一（一）「30」の欄の金額

第42条の３の２第１項の表の第３号 00003 法規別表一（二）「28」の欄の金額

第42条の３の２第１項の表の第４号 00004 法規別表一（三）「27」の欄の金額

第42条の３の２第２項 00005 法規別表一（二）「24」の欄の金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除

第42条の４第１項 00006 法規別表六（六）「11」の欄の金額

第42条の４第２項 00007 法規別表六（六）「18」の欄の金額

第42条の４第３項 00008 法規別表六（六）「26」の欄の金額

第42条の４第６項 00009 法規別表六（七）「７」の欄の金額

第42条の４第７項 00010 法規別表六（七）「15」の欄の金額

第42条の４第９項第１号 00011 法規別表六（八）「19」の欄の金額

第42条の４第９項第２号 00012 法規別表六（八）「19」の欄の金額

エネルギー需給構造改
革推進設備等を取得し
た場合の特別償却

第42条の５第１項第１号（償却費） 00013 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第42条の５第６項（償却費）（同条
第１項第１号）

00014 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の５第１項第
１号）

00015 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の５
第１項第１号）

00016 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の５第１項第２号（償却費） 00017 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額
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第42条の５第６項（償却費）（同条
第１項第２号）

00018 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の５第１項第
２号）

00019 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の５
第１項第２号） 

00020 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の５第１項第３号（償却費） 00021 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第42条の５第６項（償却費）（同条
第１項第３号）

00022 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の５第１項第
３号）

00023 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の５
第１項第３号） 

00024 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の５第１項第４号（償却費） 00025 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第42条の５第６項（償却費）（同条
第１項第４号）

00026 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の５第１項第
４号）

00027 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の５
第１項第４号）

00028 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）
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エネルギー需給構造改
革推進設備等を取得し
た場合の法人税額の特
別控除

第42条の５第２項 00029 法規別表六（十）「17」の欄の金額

第42条の５第３項 00030 法規別表六（十）「22」の欄の金額

中小企業者等が機械等
を取得した場合の特別
償却

第42条の６第１項第１号（償却費） 00031 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の６第１項第
１号）

00032 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の６
第１項第１号） 

00033 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の６第１項第２号（償却費） 00034 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の６第１項第
２号） 

00035 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の６
第１項第２号）

00036 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の６第１項第３号（償却費） 00037 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の６第１項第
３号） 

00038 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の６
第１項第３号）  

00039 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の６第１項第４号（償却費） 00040 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額
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第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の６第１項第
４号）

00041 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の６
第１項第４号）

00042 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

中小企業者等が機械等
を取得した場合の法人
税額の特別控除

第42条の６第２項 00043 法規別表六（十一）「16」の欄の金額

第42条の６第３項 00044 法規別表六（十一）「21」の欄の金額

事業基盤強化設備等を
取得した場合等の特別
償却

第42条の７第１項第１号（償却費） 00045 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
１号）

00046 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第１号）

00047 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の７第１項第２号（償却費） 00048 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
２号）

00049 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第２号） 

00050 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の７第１項第３号（償却費） 00051 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
３号） 

00052 法規別表十六（九）「20」の欄の金額
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第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第３号）

00053 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の７第１項第４号（償却費） 00054 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
４号）

00055 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第４号） 

00056 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の７第１項第５号（償却費） 00057 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
５号）

00058 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第５号） 

00059 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の７第１項第６号（償却費） 00060 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
６号） 

00061 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第６号）

00062 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の７第１項第７号（償却費） 00063 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額
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第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
７号）

00064 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第７号） 

00065 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第42条の７第１項第８号（償却費） 00066 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第42条の７第１項第
８号）

00067 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第42条の７
第１項第８号）

00068 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

事業基盤強化設備等を
取得した場合等の法人
税額の特別控除

第42条の７第２項 00069 法規別表六（十四）「16」の欄の金額

第42条の７第３項 00070 法規別表六（十四）「21」の欄の金額

第42条の７第５項 00071 法規別表六（十四）「31」の欄の金額

沖縄の観光振興地域に
おいて工業用機械等を
取得した場合の法人税
額の特別控除

第42条の９第１項の表の第１号 00072 法規別表六（十七）「18」の欄の金額

第42条の９第２項 00073 法規別表六（十七）「23」の欄の金額

沖縄の情報通信産業振
興地域において工業用
機械等を取得した場合
の法人税額の特別控除

第42条の９第１項の表の第２号 00074 法規別表六（十七）「18」の欄の金額

第42条の９第２項 00075 法規別表六（十七）「23」の欄の金額

沖縄の産業高度化地域
において工業用機械等
を取得した場合の法人
税額の特別控除

第42条の９第１項の表の第３号 00076 法規別表六（十七）「18」の欄の金額

第42条の９第２項 00077 法規別表六（十七）「23」の欄の金額

沖縄の自由貿易地域及
び特別自由貿易地域に
おいて工業用機械等を
取得した場合の法人税
額の特別控除

第42条の９第１項の表の第４号 00078 法規別表六（十七）「18」の欄の金額

第42条の９第２項 00079 法規別表六（十七）「23」の欄の金額
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沖縄の金融業務特別地
区において工業用機械
等を取得した場合の法
人税額の特別控除

第42条の９第１項の表の第５号 00080 法規別表六（十七）「18」の欄の金額

第42条の９第２項 00081 法規別表六（十七）「23」の欄の金額

沖縄の特定中小企業者
が経営革新設備等を取
得した場合の特別償却

第42条の10第１項（償却費） 00082 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00083 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00084 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

沖縄の特定中小企業者
が経営革新設備等を取
得した場合の法人税額
の特別控除

第42条の10第２項 00085 法規別表六（十八）「16」の欄の金額

第42条の10第３項 00086 法規別表六（十八）「21」の欄の金額

公害防止用設備の特別
償却

第43条第１項の表の第１号（償却費） 00087 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00088 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00089 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

船舶の特別償却 第43条第１項の表の第２号（償却費） 00090 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金） 

00091 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00092 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）
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関西文化学術研究都市
の文化学術研究地区に
おける文化学術研究施
設の特別償却

第43条の２第１項（償却費） 00093 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00094 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00095 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

地震防災対策用資産の
特別償却

第44条第１項（償却費） 00096 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00097 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金） 

00098 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

集積区域における集積
産業用資産の特別償却

第44条の２第１項（償却費） 00099 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金） 

00100 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00101 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

事業革新設備等の特別
償却

第44条の３第１項（償却費） 00102 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第44条の３第１項）

00103 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

法規別表十六（九）「20」の欄の金
額

00104 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）
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第44条の３第２項（償却費） 00105 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第44条の３第２項）

00106 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第44条の３
第２項）

00107 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第44条の３第３項（償却費） 00108 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第44条の３第３項） 

00109 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第44条の３
第３項）

00110 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

共同利用施設の特別償
却

第44条の４第１項（償却費） 00111 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00112 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00113 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

新用途米穀加工品等製
造設備の特別償却

第44条の５第１項（償却費） 00114 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00115 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00116 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）
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特定地域における工業
用機械等の特別償却

第45条第１項の表の第１号イ（償却
費）

00117 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条第１項の表の
第１号イ）

00118 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条第１
項の表の第１号イ）

00119 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第45条第１項の表の第１号ロ（償却
費）

00120 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条第１項の表の
第１号ロ）

00121 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条第１
項の表の第１号ロ）

00122 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第45条第１項の表の第１号ハ（償却
費）

00123 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条第１項の表の
第１号ハ）

00124 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条第１
項の表の第１号ハ）

00125 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第45条第１項の表の第１号ニ（償却
費）

00126 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条第１項の表の
第１号ニ）

00127 法規別表十六（九）「20」の欄の金額
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第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条第１
項の表の第１号ニ）

00128 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

沖縄の産業高度化地域
において工業用機械等
を取得した場合の特別
償却

第45条第１項の表の第２号（償却費） 00129 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00130 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00131 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

沖縄の自由貿易地域及
び特別自由貿易地域に
おいて工業用機械等を
取得した場合の特別償
却

第45条第１項の表の第３号（償却費） 00132 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00133 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00134 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

沖縄の離島地域におけ
る旅館業用建物等の特
別償却

第45条第１項の表の第４号（償却費） 00135 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00136 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00137 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

医療用機器等の特別償
却

第45条の２第１項第１号（償却費） 00138 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条の２第１項第
１号）

00139 法規別表十六（九）「20」の欄の金額
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第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条の２
第１項第１号）

00140 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第45条の２第１項第２号（償却費） 00141 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条の２第１項第
２号）

00142 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条の２
第１項第２号）

00143 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第45条の２第１項第３号（償却費） 00144 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条の２第１項第
３号）

00145 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条の２
第１項第３号）

00146 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第45条の２第２項（償却費） 00147 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条の２第２項）

00148 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条の２
第２項）

00149 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第45条の２第３項（償却費） 00150 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第45条の２第３項）

00151 法規別表十六（九）「20」の欄の金額
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第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第45条の２
第３項）

00152 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

経営基盤強化計画を実
施する指定中小企業者
の機械等の割増償却

第46条第１項（償却費） 00153 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00154 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00155 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

障害者を雇用する場合
の機械等の割増償却等

第46条の２第１項（償却費） 00156 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第46条の２第１項）

00157 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第46条の２
第１項）

00158 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第46条の２第２項の表の第１号（償
却費）

00159 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第46条の２第２項の
表の第１号）

00160 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第46条の２
第２項の表の第１号）

00161 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第46条の２第２項の表の第２号（償
却費）

00162 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第46条の２第２項の
表の第２号）

00163 法規別表十六（九）「20」の欄の金額
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第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第46条の２
第２項の表の第２号）

00164 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第46条の２第２項の表の第３号（償
却費）

00165 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第46条の２第２項の
表の第３号）

00166 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第46条の２
第２項の表の第３号） 

00167 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

第46条の２第２項の表の第４号（償
却費）

00168 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）（第46条の２第２項の
表の第４号）

00169 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）（第46条の２
第２項の表の第４号）

00170 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

支援事業所取引金額が
増加した場合の三年以
内取得資産の割増償却

第46条の３第１項（償却費） 00171 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00172 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00173 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

事業所内託児施設等の
割増償却

第46条の４第１項（償却費） 00174 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00175 法規別表十六（九）「20」の欄の金額
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第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00176 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

高齢者向け優良賃貸住
宅の割増償却

第47条第１項（償却費） 00177 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00178 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00179 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

特定再開発建築物等の
割増償却

第47条の２第１項（償却費） 00180 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00181 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）  

00182 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

倉庫用建物等の割増償
却

第48条第１項（償却費） 00183 法規別表十六（一）「32」の欄、別表
十六（二）「36」の欄、別表十六（三）
「32」の欄、別表十六（四）「28」の欄
又は別表十六（五）「30」の欄の金額

第52条の３第１項又は第11項（特別
償却準備金）

00184 法規別表十六（九）「20」の欄の金額

第52条の３第２項、第３項又は第12
項（特別償却準備金）

00185 法規別表十六（九）「９」の欄の金額（同
表「15」の欄に記載がある場合には、
同欄の金額を控除した金額）

植林費の損金算入の特
例

第52条第１項 00186 法規別表十（七）「25」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

特別償却不足額がある
場合の償却限度額の計
算の特例

第52条の２第１項（特別償却不足額）
又は第４項（合併等特別償却不足額）

00187 法規別表十六（一）「33」の欄、別表
十六（二）「37」の欄、別表十六（三）
「33」の欄、別表十六（四）「29」の欄
又は別表十六（五）「31」の欄の金額
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海外投資等損失準備金 第55条第１項の表の第１号又は第９
項（同号に係る部分に限る。）

00188 法規別表十二（一）「20」の欄の金額

第55条第１項の表の第２号又は第９
項（同号に係る部分に限る。）

00189 法規別表十二（一）「20」の欄の金額

第55条第１項の表の第３号又は第９
項（同号に係る部分に限る。）

00190 法規別表十二（一）「20」の欄の金額

第55条第１項の表の第４号又は第９
項（同号に係る部分に限る。）

00191 法規別表十二（一）「20」の欄の金額

金属鉱業等鉱害防止準
備金

第55条の５第１項又は第７項 00192 法規別表十二（二）「10」の欄の金額

特定災害防止準備金 第55条の６第１項又は第９項 00193 法規別表十二（三）「24」の欄の金額

第55条の７第１項又は第７項 00194 法規別表十二（四）「10」の欄の金額

新幹線鉄道大規模改修
準備金

第56条第１項又は第10項 00195 法規別表十二（六）「18」の欄の金額

使用済燃料再処理準備
金

第57条の３第１項 00196 法規別表十二（七）「13」の欄の金額

原子力発電施設解体準
備金

第57条の４第１項 00197 法規別表十二（八）「19」の欄の金額

保険会社等の異常危険
準備金

第57条の５第１項又は第12項 00198 法規別表十二（九）「７」の欄の金額（同
欄の金額が同表「10」の欄の金額を超
える場合には、同表「10」の欄の金額）

原子力保険又は地震保
険に係る異常危険準備
金

第57条の６第１項又は第８項 00199 法規別表十二（九）「７」の欄の金額（同
欄の金額が同表「10」の欄の金額を超
える場合には、同表「10」の欄の金額）

特別修繕準備金 第57条の８第１項又は第10項 00200 法規別表十二（十）「９」の欄の金額（同
欄の金額が同表「15」の欄の金額を超
える場合には、同表「15」の欄の金額）

社会・地域貢献準備金 第57条の９第１項 00201 法規別表十二（十一）「11」の欄の金
額

中小企業等の貸倒引当
金の特例

第57条の10第３項 00202 法規別表十一（一の二）「７」の欄の
金額

探鉱準備金又は海外探
鉱準備金

第58条第１項又は第９項 00203 法規別表十（二）「16」の欄の金額

第58条第２項 00204 法規別表十（二）「16」の欄の金額

新鉱床探鉱費又は海外
新鉱床探鉱費の特別控
除

第59条第１項 00205 法規別表十（二）「42」の欄の金額

第59条第２項 00206 法規別表十（二）「42」の欄の金額
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対外船舶運航事業を営
む法人の日本船舶によ
る収入金額の課税の特
例

第59条の２第１項 00207 法規別表十（三）「19」の欄の金額

沖縄の情報通信産業特
別地区における認定法
人の所得の特別控除

第60条第１項の表の第１号 00208 法規別表十（一）「９」の欄の金額

沖縄の特別自由貿易地
域における認定法人の
所得の特別控除

第60条第１項の表の第２号 00209 法規別表十（一）「９」の欄の金額

沖縄の金融業務特別地
区における認定法人の
所得の特別控除

第60条第１項の表の第３号 00210 法規別表十（一）「12」の欄の金額

商工組合等の留保所得
の特別控除

第61条第１項 00211 法規別表十（四）「47」の欄の金額

農業経営基盤強化準備
金

第61条の２第１項 00212 法規別表十二（十二）「13」の欄の金
額

農用地等を取得した場
合の課税の特例

第61条の３第１項 00213 法規別表十二（十二）「29」の欄の金
額（同欄の金額が同表「36」の欄の金
額を超える場合には、同表「36」の欄
の金額）

収用等に伴い代替資産
を取得した場合等の課
税の特例

第64条第１項又は第８項 00214 法規別表十三（四）「21」の欄の金額（同
欄の金額が同表「23」の欄の金額を超
える場合には、同表「23」の欄の金額）

第64条の２第１項又は第２項 00215 法規別表十三（四）「25」の欄の金額（同
欄の金額が同表「27」の欄の金額を超
える場合には、同表「27」の欄の金額）

換地処分等に伴い資産
を取得した場合の課税
の特例

第65条第１項又は第５項 00216 法規別表十三（四）「34」の欄の金額（同
欄の金額が同表「40」の欄の金額を超
える場合には、同表「40」の欄の金額）

収用換地等の場合の所
得の特別控除

第65条の２第１項、第２項又は第７
項

00217 法規別表十（六）「18」の欄の金額

特定土地区画整理事業
等のために土地等を譲
渡した場合の所得の特
別控除

第65条の３第１項 00218 法規別表十（六）「33」の欄の金額
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特定住宅地造成事業等
のために土地等を譲渡
した場合の所得の特別
控除

第65条の４第１項 00219 法規別表十（六）「38」の欄の金額

農地保有の合理化のた
めに農地等を譲渡した
場合の所得の特別控除

第65条の５第１項 00220 法規別表十（六）「43」の欄の金額

特定の長期所有土地等
の所得の特別控除

第65条の５の２第１項 00221 法規別表十（六）「48」の欄の金額

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第１号）

00222 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第２号）

00223 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第３号）

00224 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第４号）

00225 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第５号）

00226 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第６号）

00227 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第７号）

00228 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第８号）

00229 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第９号）

00230 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）
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第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第10号）

00231 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第11号）

00232 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第12号）

00233 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第13号）

00234 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第14号）

00235 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第15号）

00236 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第16号）

00237 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第17号）

00238 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第18号）

00239 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の７第１項若しくは第９項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第19号）

00240 法規別表十三（五）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第１号）

00241 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第２号）

00242 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）
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第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第３号）

00243 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第４号）

00244 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第５号）

00245 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第６号）

00246 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第７号）

00247 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第８号）

00248 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第９号）

00249 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第10号）

00250 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第11号）

00251 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第12号）

00252 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第13号）

00253 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第14号）

00254 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）
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第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第15号）

00255 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第16号）

00256 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第17号）

00257 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第18号）

00258 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

第65条の８第１項若しくは第２項又
は第65条の９（第65条の７第１項の
表の第19号）

00259 法規別表十三（五）「33」の欄の金額（同
欄の金額が同表「35」の欄の金額を超
える場合には、同表「35」の欄の金額）

特定の交換分合により
土地等を取得した場合
の課税の特例

第65条の10第１項又は第４項 00260 法規別表十三（六）「13」の欄の金額（同
欄の金額が同表「18」の欄の金額を超
える場合には、同表「18」の欄の金額）
又は同表「20」の欄の金額（同欄の金
額が同表「25」の欄の金額を超える場
合には、同表「25」の欄の金額）

大規模な住宅地等造成
事業の施行区域内にあ
る土地等の造成のため
の交換等の場合の課税
の特例

第65条の11第１項又は第４項 00261 法規別表十三（七）「15」の欄の金額（同
欄の金額が同表「21」の欄の金額を超
える場合には、同表「21」の欄の金額）
又は同表「23」の欄の金額（同欄の金
額が同表「29」の欄の金額を超える場
合には、同表「29」の欄の金額）

第65条の12第１項又は第３項 00262 法規別表十三（七）「32」の欄の金額（同
欄の金額が同表「39」の欄の金額を超
える場合には、同表「39」の欄の金額）

認定事業用地適正化計
画の事業用地の区域内
にある土地等の交換等
の場合の課税の特例

第65条の13第１項又は第４項 00263 法規別表十三（八）「18」の欄の金額（同
欄の金額が同表「24」の欄の金額を超
える場合には、同表「24」の欄の金額）
又は同表「26」の欄の金額（同欄の金
額が同表「32」の欄の金額を超える場
合には、同表「32」の欄の金額）

第65条の14第１項又は第３項 00264 法規別表十三（八）「35」の欄の金額（同
欄の金額が同表「42」の欄の金額を超
える場合には、同表「42」の欄の金額）
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特定普通財産とその隣
接する土地等の交換の
場合の課税の特例

第66条第１項又は第４項 00265 法規別表十三（十）「13」の欄の金額（同
欄の金額が同表「18」の欄の金額を超
える場合には、同表「18」の欄の金額）
又は同表「20」の欄の金額（同欄の金
額が同表「25」の欄の金額を超える場
合には、同表「25」の欄の金額）

平成二十一年及び平成
二十二年に土地等の先
行取得をした場合の課
税の特例

第66条の２第１項又は第７項 00266 法規別表十三（十一）「17」の欄の金
額（同欄の金額が同表「21」の欄の金
額を超える場合には、同表「21」の欄
の金額）

技術研究組合の所得計
算の特例

第66条の10第１項 00267 法規別表十三（十二）「５」の欄の金
額（同欄の金額が同表「７」の欄の金
額を超える場合には、同表「７」の欄
の金額）

特定の基金に対する負
担金等の損金算入の特
例

第66条の11第１項 00268 法規別表十（七）「31」の欄の金額

認定特定非営利活動法
人に対する寄附金の損
金算入等の特例

第66条の11の２第１項 00269 法規別表十四（二）「26」の欄の金額

第66条の11の２第２項 00270 法規別表十四（二）「42」の欄の金額
のうち「寄附先又は受託者」の欄に措
置法第66条の11の２第３項に規定する
認定特定非営利活動法人の記載がある
ものの合計額

社会保険診療報酬の所
得計算の特例

第67条第１項 00271 法規別表十（七）「６」の欄の金額

特定の医療法人の法人
税率の特例

第67条の２第１項 00272 法規別表一（三）「29」の欄の金額

農業生産法人の肉用牛
の売却に係る所得の課
税の特例

第67条の３第１項 00273 法規別表十（七）「22」の欄の金額

転廃業助成金等に係る
課税の特例

第67条の４第１項 00274 法規別表十三（十三）「８」の欄の金
額（同欄の金額が同表「７」の欄の金
額を超える場合には、同表「７」の欄
の金額）

第67条の４第２項又は第３項 00275 法規別表十三（十三）「13」の欄の金
額（同欄の金額が同表「15」の欄の金
額を超える場合には、同表「15」の欄
の金額）
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第67条の４第４項又は第５項 00276 法規別表十三（十三）「17」の欄の金
額（同欄の金額が同表「18」の欄の金
額を超える場合には、同表「18」の欄
の金額）

中小企業者等の少額減
価償却資産の取得価額
の損金算入の特例

第67条の５第１項 00277 法規別表十六（七）「８」の欄の金額

特定株式投資信託の収
益の分配に係る受取配
当等の益金不算入等の
特例

第67条の６第１項 00278 法規別表八（一）「40」の欄に「特定
株式投信」と記載した銘柄の同表「43」
の欄の金額の合計額

損害保険会社の受取配
当等の益金不算入等の
特例

第67条の７第１項 00279 法規別表八（一）「５」又は「18」の
欄の金額

特定目的会社に係る課
税の特例

第67条の14第１項 00280 法規別表十（八）「13」の欄の金額

投資法人に係る課税の
特例

第67条の15第１項 00281 法規別表十（八）「33」の欄の金額

特定目的信託に係る受
託法人の課税の特例

第68条の３の２第１項 00282 法規別表十（九）「８」の欄の金額

特定投資信託に係る受
託法人の課税の特例

第68条の３の３第１項 00283 法規別表十（九）「23」の欄の金額

（様式第二　省略）

②　①以外の適用実態調査
�　①のほか、財務大臣は、租税特別措置の適
用の実態を調査する必要があると認めるとき
は、その必要の限度において、税務署長に提
出される調書等を利用し、並びに行政機関そ
の他の関係団体に対し資料の提出及び説明を
求めることができることとされています（透
明化法４②）。
この調査は、財務大臣がそれぞれの租税特
別措置の適用実態の把握の必要性に応じて実
施するものですが、各租税特別措置に応じた
調査方法として、㋑税務署長に提出される調
書その他の資料を利用すること、㋺行政機関
その他の租税特別措置の適用に関連する業務

を行う団体に対し資料の提出及び説明を求め
ることができることとされています。
上記①及び②の適用実態調査（透明化法２①

九）により集められた情報を適用実態調査情報
といいます（透明化法６①）。

⑶　適用額明細書の提出義務

①�　法人税申告書を提出する法人で、法人税関
係特別措置の適用を受けようとするものは、
法人税関係特別措置について記載した適用額
明細書（658ページ参照）を法人税申告書に
添付しなければならないこととされています
（透明化法３①）。これは、法人税関係特別措
置の適用を受ける法人は、適用額明細書の法
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人税の確定申告書への添付を義務化している
とともに、確定申告書の提出期限までに納税
地の所轄税務署長に提出しなければならない
ことを定めています。
なお、その法人税申告書が期限後申告書で
ある場合でも、適用額明細書の添付が必要と
されています（透明化法２①四）。
（注）�　法人が修正申告をする場合において、法

人税関係特別措置の適用額等に異動がある

ときには、他の明細書と同様、いわゆる修

正申告書にも適用額明細書の添付が必要と

なります（通則法19④）。

この適用額明細書の提出義務がある法人税
関係特別措置は、租税特別措置法第３章の規
定による租税特別措置のうち税額又は所得の
金額を減少させる規定等によるものに限られ
ており、具体的には、租税特別措置の適用状
況の透明化等に関する法律施行令第２条に租
税特別措置法の条項番号が定められています。

（参考）�　租税特別措置の適用状況の透明化等に関

する法律施行令（抜粋）

（法人税関係特別措置の範囲）

第２条　法第３条第１項に規定する政令で定

める規定は、次に掲げる規定とする。

一　措置法第42条の３の２の規定

二　措置法第42条の４（第11項を除く。）、

第42条の４の２（第７項を除く。）、第42

条の５（第５項を除く。）、第42条の６（第

５項を除く。）、第42条の７（第７項を除

く。）、第42条の９（第４項を除く。）、第

42条の10（第５項を除く。）、第43条から

第48条まで、第52条、第52条の２及び第

52条の３（第５項、第６項、第16項、第

18項、第19項、第21項、第22項、第24項

及び第25項を除く。）の規定

三　措置法第55条（第３項から第６項まで、

第12項、第13項、第15項から第17項まで、

第19項から第21項まで及び第23項から第

25項までを除く。）、第55条の５（第２項

から第５項まで、第９項、第11項及び第

13項を除く。）、第55条の６（第３項から

第７項まで、第11項、第13項及び第15項

を除く。）、第55条の７（第２項から第５

項まで、第９項、第11項及び第13項を除

く。）、第56条（第３項から第７項まで、

第12項、第14項及び第16項を除く。）、第

57条の３（第２項から第５項まで及び第

７項を除く。）、第57条の４（第３項から

第７項まで及び第９項を除く。）、第57条

の５（第６項から第９項まで及び第14項

から第16項までを除く。）、第57条の６（第

３項から第６項まで、第10項、第12項及

び第14項を除く。）、第57条の８（第３項

から第７項まで、第12項、第14項及び第

16項を除く。）、第57条の９（第３項から

第７項まで、第10項及び第11項を除く。）

及び第57条の10第３項の規定

四　措置法第58条（第４項から第７項まで

及び第11項から第13項までを除く。）及び

第59条の規定

五　措置法第59条の２第１項（同項第１号

に掲げる金額が同項第２号に掲げる金額

を超える場合に限る。）の規定

六　措置法第60条の規定

七　措置法第61条（第３項を除く。）の規定

八　措置法第61条の２（第２項から第５項

まで及び第７項を除く。）及び第61条の３

の規定

九　措置法第64条、第64条の２（第９項か

ら第12項までを除く。）、第65条から第65

条の５の２まで、第65条の７（第４項及

び第12項を除く。）、第65条の８（第９項

から第12項まで、第14項及び第15項を除

く。）、第65条の９から第65条の11まで、

第65条の12（第10項から第13項までを除

く。）、第65条の13、第65条の14（第10項

から第13項までを除く。）、第66条及び第

66条の２の規定

十　措置法第66条の10から第66条の11の２
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まで、第67条から第67条の３まで、第67

条の４（第11項を除く。）、第67条の５か

ら第67条の７まで、第67条の14第１項、

第67条の15第１項、第68条の３の２第１

項及び第９項並びに第68条の３の３第１

項及び第９項の規定

十一　措置法第68条の８の規定

十二　措置法第68条の９（第11項を除く。）、

第68条の９の２（第７項を除く。）、第68

条の10（第５項を除く。）、第68条の11（第

５項を除く。）、第68条の12（第７項を除

く。）、第68条の13（第４項を除く。）、第

68条の14（第５項を除く。）、第68条の16、

第68条の17、第68条の19から第68条の21

まで、第68条の24、第68条の26、第68条

の27、第68条の29から第68条の36まで、

第68条の38、第68条の40及び第68条の41

（第５項、第６項、第16項、第18項、第19項、

第21項、第22項、第24項及び第25項を除

く。）の規定

十三　措置法第68条の43（第３項、第４項、

第11項、第13項、第14項、第16項、第17項、

第19項及び第20項を除く。）、第68条の44

（第２項及び第３項を除く。）、第68条の45

（第３項から第５項まで、第10項、第12項

及び第14項を除く。）、第68条の46（第２

項及び第３項を除く。）、第68条の48（第

３項から第５項まで、第11項、第13項及

び第15項を除く。）、第68条の53（第２項

及び第３項を除く。）、第68条の54（第３

項から第５項まで及び第８項を除く。）、

第68条の55（第６項から第９項まで及び

第15項から第17項までを除く。）、第68条

の56（第３項から第６項まで、第13項及

び第15項を除く。）、第68条の58（第３項

から第５項まで、第11項、第13項及び第

15項を除く。）、第68条の58の２（第３項

から第５項まで、第８項及び第９項を除

く。）及び第68条の59第３項の規定

十四　措置法第68条の61（第４項、第５項

及び第10項から第12項までを除く。）及び

第68条の62の規定

十五　措置法第68条の62の２第１項（同項

第１号に掲げる金額が同項第２号に掲げ

る金額を超える場合に限る。）の規定

十六　措置法第68条の63の規定

十七　措置法第68条の64（第２項、第３項、

第６項及び第７項を除く。）及び第68条の

65の規定

十八　措置法第68条の70、第68条の71（第

10項から第13項までを除く。）、第68条の

72から第68条の76の２まで、第68条の78

（第４項及び第12項を除く。）、第68条の79

（第10項から第13項まで、第15項及び第16

項を除く。）、第68条の80から第68条の82

まで、第68条の83（第11項から第14項ま

でを除く。）、第68条の84、第68条の85（第

11項から第14項までを除く。）、第68条の

85の３及び第68条の85の４の規定

十九　措置法第68条の94から第68条の96ま

で、第68条の99から第68条の101まで、第

68条の102（第12項を除く。）及び第68条

の102の２から第68条の104までの規定

つまり、交際費等の損金不算入（措法61の
４）や使途秘匿金の支出がある場合の課税の
特例（措法62）のほか、連結納税の承認が取
り消された場合の法人税額の加算（措法42の
５⑤等）、特定資産の譲渡に伴い設けられた
特別勘定の取崩し（措法65の８⑫等）等とい
った法人税の負担を増加させる措置を除いて
定められています。

②�　①の適用額明細書を添付せず、又は虚偽の
記載をした適用額明細書を添付して法人税申
告書を提出した法人については、その法人税
申告書に係る事業年度において適用を受けよ
うとする法人税関係特別措置の適用はないも
のとされます（透明化法３②）。ただし、そ
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の適用額明細書の添付がない法人税申告書又
はその適用額明細書の記載に虚偽がある法人
税申告書の提出があった場合においても、そ
の後誤りのない適用額明細書の提出があった
ときは、故意に不添付又は虚偽記載をしたと
認められる場合を除いて、その適用額明細書
に係る法人税関係特別措置を適用することが
できることとされています（透明化法３③）。
法人税関係特別措置につきその適用実態を
正しく把握するためには、誤りのない適用額
明細書の提出について法的な担保措置を講ず
る必要があります。そこで、適用額明細書の
添付をその法人が適用を受けようとする法人
税関係特別措置の適用要件とすることで、法
的に担保しているものです。一方で、単なる
転記誤り等の意図しないミスなども考慮し、
不添付や虚偽記載が故意のものであると認め
られない限りにおいては、正しい適用額明細
書の提出があれば、法人税関係特別措置の適
用ができるというものです。
なお、適用額明細書の添付が法人税関係特
別措置の適用要件を構成することから、適用
額明細書に関する税務調査は、法人税法に規
定する質問検査権（法法153）に基づき行わ
れるため、租特透明化法には、適用額明細書
に関する質問検査権の規定が設けられていま
せん。

⑷　報告書の作成と国会への提出

財務大臣は、毎会計年度、適用実態調査を実
施した租税特別措置について、次の事項を記載
した報告書を作成することとされています（透
明化法５①）。
①�　租税特別措置ごとの適用者数及び適用総額

適用総額は、適用額として調査したものの
総額です。
②　法人税関係特別措置ごとの高額適用額

高額適用額は、適用額明細書に記載された
各法人税関係特別措置の適用額のうち、大き

いものから上位10位のもの、すなわち、法人
税関係特別措置ごとの適用額が大きい上位10
社のその適用額をいいます。ただし、報告書
には、その高額適用額が記載されている適用
額明細書を提出した法人として、その名称の
代わりに報告書用のコードが記載され、同一
の法人については、他の法人税関係特別措置
においても同一のコードで表されることとな
っています（透明化規則５④）。
また、同順位に多数の法人がいる場合には、
第一順位から10社以上となる順位までの各適
用額（第一順位で10社以上となるときは第一
順位の適用額）とされ、適用者数が10社に満
たない場合には、その全順位の各適用額とさ
れています（透明化規則５②③）。

③�　租税特別措置の適用を受けた納税者の分布
状況その他の租税特別措置の適用の状況の透
明化を図るために必要な事項
具体的には、法人税関係特別措置ごとの業
種別、資本金階級別若しくは所得階級別又は
これらを組み合わせた区分別の適用者数及び
適用総額のことです。このため、上記⑵①の
適用実態調査において、こうした区分別の集
計をすることとされています（透明化規則４
②、５①）。
このように、財務大臣は、租税特別措置の適

用の実態を把握し、透明化を図るために、毎会
計年度、報告書を作成しなければなりませんが、
この報告書は適用実態調査の結果に関するもの
ですので、適用実態調査を実施した租税特別措
置のみが対象となります。すなわち、法人税関
係特別措置については、毎会計年度調査が行わ
れることから、報告書が作成されますが、それ
以外の租税特別措置については、上記⑵②の調
査が必要に応じて実施されるため、実施された
ときにその結果について報告書が作成されるこ
ととなります。
また、法人税関係特別措置についての適用実

態調査は、法人の納付する法人税額の帰属会計
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年度を考慮して、４月１日から翌年３月31日ま
での間に終了する事業年度につき提出される適
用額明細書を記載された事項を集計することと
されており（透明化規則４①）、これにより集
計された事項について報告書に記載されること
となります（透明化規則５①）。
内閣は、このようにして作成された報告書を
国会に提出しなければならないこととされてお
り、その作成した会計年度に開会される国会の
常会に提出することが常例とされています（透
明化法５②）。
ここで、国会の常会とは、いわゆる通常国会
のことですので、通常、この報告書は毎年１月
に開会される国会に提出され、公表されること
となります。

⑸　適用実態調査情報の提供等

行政機関の長や総務大臣は、租税特別措置に
ついて政策評価を行うため必要があるときは、
適用実態調査情報の提供を求めることができる
こととされています（透明化法６①）。財務大
臣は、本来、適用実態調査の目的以外の目的の
ために適用実態調査情報を自ら利用し、又は提
供してはならないこととされています（透明化
法８①）が、この利用制限の例外として、上記
の求めに対し、正当な理由がない限り、適用実
態調査情報を提供しなければならないこととさ
れています（透明化法６②）。
これは、租税特別措置の関係府省がその租税
特別措置について、その適用実態調査情報を利
用して政策評価法に基づく事後評価を行い、租
税特別措置の適宜、適切な見直しを行っていく
ことが租特透明化法の目的の一つであるからで
す。
また、財務大臣及び適用実態調査情報の提供
を受けた行政機関の長又は総務大臣は、適用実
態調査情報を適正に管理するために必要な措置
を講じなければならないとされています（透明
化法７）。これは、適用実態調査情報について、

秘密の保護及び納税者の適用実態調査に対する
信頼性の確保の観点から、その管理についても
慎重な対応を求めるものであり、具体的には、
適用実態調査情報の漏洩、滅失、盗難等を防止
するための所要の措置として、施錠などの物理
的保護措置、暗号化などの技術的保護措置又は
管理規程や研修などの組織的保護措置が求めら
れています。
加えて、適用実態調査情報の提供を受けた行

政機関の長や総務大臣は、その提供を受けた目
的以外の目的のために、その適用実態調査情報
を自ら利用し、又は提供してはならないとされ
ています（透明化法８②）。
さらに、適用実態調査情報は、そのほとんど

が各納税者の税務情報ですので、信頼ある税務
行政の円滑な運営を確保するために、その取扱
い従事者について守秘義務が課せられ（透明化
法９）、これに違反して、その業務に関して知
り得た個人又は法人その他の団体の秘密を漏ら
した者には、税法で定める守秘義務違反と同等
の２年以下の懲役又は100万円以下の罰金が科
されることとなっています（透明化法12）。

４　施行・適用関係

この法律は、平成22年４月１日から施行されま
すが、上記３⑷については、平成24年４月１日か
ら施行されます（透明化法附則１ただし書）。
これにより、報告書の作成と国会への提出は、
平成24年４月１日から財務大臣及び内閣に義務付
けられ、報告書は、実質的に平成25年１月に開会
される国会の常会に提出されることが予定されて
います。
また、上記３⑵①については、平成23年４月１
日以後に終了する事業年度において適用を受ける
法人税関係特別措置について適用し、上記３⑶に
ついては、平成23年４月１日以後に終了する事業
年度に係る法人税の申告について適用することと
されています（透明化法附則２）。
すなわち、平成23年４月１日以後に終了する事
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業年度又は連結事業年度に係る法人税申告書を提
出する場合において、その事業年度又は連結事業
年度において法人税関係特別措置の適用を受ける
ときは、その法人は法人税申告書に適用額明細書
を添付しなければならず、財務大臣（国税庁長官）

はこの適用額明細書に基づく適用実態調査を実施
しなければならないこととなります。
これは、法人への周知期間やシステムその他の
準備期間を確保した上で、最も早期に適用実態調
査を実施することとされたものです。
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